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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。 
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【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年11月10日 

【四半期会計期間】 第69期第２四半期（自 平成28年７月１日 至 平成28年９月30

日） 

【会社名】 丸藤シートパイル株式会社 

【英訳名】 MARUFUJI SHEET PILING CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  志 村 孝 一 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋本町１丁目６番５号 

（同所は登記上の本店所在地であり、主な本店業務は下記 

 「最寄りの連絡場所」で行っております。）  

【電話番号】 － 

【事務連絡者氏名】 － 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋本町３丁目７番２号 

【電話番号】 ０３(３６３９)７６４１ 

【事務連絡者氏名】 取締役執行役員 財経部担当  島 田 春 樹 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

丸藤シートパイル株式会社 札幌支店 

（北海道札幌市中央区北三条西１丁目１番11 
 第一生命日藤中山札幌共同ビル） 

丸藤シートパイル株式会社 東北支店 

（宮城県仙台市青葉区二日町12番30号 

 日本生命勾当台西ビル） 

丸藤シートパイル株式会社 関東支店 

（埼玉県さいたま市浦和区仲町１丁目14番８号 

 三井生命浦和ビル） 

丸藤シートパイル株式会社 名古屋支店 

（愛知県名古屋市中村区名駅３丁目８番７号 

 ダイアビル名駅） 

丸藤シートパイル株式会社 関西支店 

（大阪府大阪市中央区今橋３丁目２番20号 

 洪庵日生ビル） 

 

(注) 札幌及び東北の両支店は法定の縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜のため縦覧に供する場所としておりま

す。 
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第一部 【企業情報】
第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等
 

回次 
第68期 

第２四半期 
連結累計期間 

第69期 
第２四半期 
連結累計期間 

第68期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年９月30日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年９月30日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

売上高 (百万円) 14,343 15,264 30,392 

経常利益 (百万円) 419 354 1,140 

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益 

(百万円) 260 229 732 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 344 250 601 

純資産額 (百万円) 24,669 24,846 24,924 

総資産額 (百万円) 41,828 42,114 42,917 

１株当たり四半期（当期）純
利益 

(円) 7.16 6.31 20.11 

潜在株式調整後１株当たり四
半期(当期)純利益 

(円) － － － 

自己資本比率 (％) 59.0 59.0 58.1 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

(百万円) 111 1,337 718 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

(百万円) △696 △25 △1,231 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

(百万円) 67 △525 121 

現金及び現金同等物の四半期
末(期末)残高 

(百万円) 985 1,898 1,111 

 

回次
第68期

第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 5.93 2.26 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益」については、上記いずれの期間におきましても潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２ 【事業の状況】
１ 【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な

変動等又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあり

ません。 

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連

結子会社）が判断したものであります。 

 

(1) 業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、設備投資の回復や企業収益の改善に足踏みがみられ

るものの、雇用情勢の改善や底堅い個人消費により、景気は緩やかな回復傾向を持続しました。し

かしながら、海外ではアジア新興国等の経済減速や英国のＥＵ離脱問題など、世界経済の不確実性

の高まりもあり、依然として景気は先行き不透明な状況で推移しました。 

 当社グループが属する建設業界におきましては、首都圏再開発を中心とした民間の設備投資は堅

調に推移しましたが、公共事業投資は微減となりました。技能労働者、資機材、車両の不足は和ら

いだものの、引き続き労務費の高止まり、着工遅延や進捗遅れなどの状況が見られました。 

 このような環境の下、当社グループは品質の向上に取り組み、地域に密着したきめ細やかな営業

活動による受注の拡大と全社的なコストの削減により利益の確保に注力してまいりました。また、

受注工事の着工及び進捗遅れや受注活動における価格競争の影響を受けつつも、採算性を重視した

営業活動を展開してまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は152億64百万円（前年同四半期比９億21百万円

増）、営業利益は２億13百万円（前年同四半期比１億28百万円増）、経常利益は３億54百万円（前

年同四半期比65百万円減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億29百万円（前年同四半期比

30百万円減）となりました。 

 

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は421億14百万円となり、前連結会計年度末と比較して８

億２百万円の減少となりました。その主な要因は、建設資材が11億77百万円減少したことによるも

のであります。 

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は172億67百万円となり、前連結会計年度末と比較して

７億25百万円の減少となりました。その主な要因は、未払法人税等が１億94百万円減少、支払手形

及び買掛金が１億72百万円減少したことによるものであります。 

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は248億46百万円となり、前連結会計年度末と比較し

て77百万円の減少となりました。その主な要因は、第68回定時株主総会決議による配当金３億27百

万円によるものであります。 

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末に比べ0.9ポイント上昇した59.0％となりまし

た。 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における区分毎のキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであり

ます。 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は13億37百万円の収入（前年同四半期は１億11百万円の

収入）となりました。主な増加項目はたな卸資産の減少額11億69百万円であり、主な減少項目は法

人税等の支払額２億89百万円であります。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は25百万円の支出（前年同四半期は６億96百万円の支

出）となりました。主な減少項目は有形及び無形固定資産の取得による支出１億18百万円であり、

主な増加項目は投資有価証券の償還による収入１億円であります。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は５億25百万円の支出（前年同四半期は67百万円の収

入）となりました。主な減少項目は配当金の支払額３億25百万円であります。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年

度末に比べ７億86百万円増加し、18億98百万円となりました。 

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。 

 

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間において、特記すべき事項はありません。 

 

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

今後の日本経済の見通しにつきましては、政治主導による経済政策や金融政策の効果を背景に、

景気は緩やかな回復傾向の持続が期待されます。 

建設業界を取り巻く環境は、大都市圏の建設需要の増加に加え、工事の着工遅延等の回復など、

建設投資の堅調な推移が期待されますが、労務費の高止まりや価格競争等、受注における採算面の

厳しさが継続するものと予想されます。 

これらの環境の中、当社グループは引き続き受注の拡大、リスクの回避、信頼性の充実を図って

まいります。 

 

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について 

景気は回復基調を維持していますが、受注競争による採算面の低下や、労務費の上昇による原価

の底上げといった厳しい経営環境が続くものと予想されます。 

そのような環境の中、当社グループは、会社の体質を根本から強靭なものにし、継続的企業を実

現するために、安全の確保・コンプライアンスの徹底をはじめとしたリスク管理、人材育成と後継

者育成、業務効率化等や、賃貸価格の更なる改善と受注加工・工事の拡大に努め、「経営資源の最

適化」と「経営効率の改善」を図ってまいります。 
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第３ 【提出会社の状況】
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 147,667,000

計 147,667,000

 

② 【発行済株式】
 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 40,000,000 40,000,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 40,000,000 40,000,000 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成28年９月30日 － 40,000 － 3,626 － 5,205
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(6) 【大株主の状況】

    平成28年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

三井物産スチール株式会社 東京都港区赤坂５丁目３－１ 4,927 12.31 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18－24 2,144 5.36 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 1,831 4.57 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 1,707 4.26 

新日鐵住金株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目６－１ 1,657 4.14 

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町２丁目１－１ 1,651 4.12 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 1,058 2.64 

丸藤ビル株式会社 神奈川県横浜市西区南幸１丁目11－１ 1,042 2.60 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目26－１ 717 1.79 

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－１ 674 1.68 

計 － 17,409 43.52 

(注) 上記のほか当社所有の自己株式3,599千株(8.99％)があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式
3,599,000

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

36,243,000
36,243 －

単元未満株式
普通株式

158,000
－ １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 40,000,000 － －

総株主の議決権 － 36,243 －

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式569株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
丸藤シートパイル株式会社

東京都中央区日本橋本町
１丁目６番５号

3,599,000 － 3,599,000 8.99

計 － 3,599,000 － 3,599,000 8.99

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】
１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年

７月１日から平成28年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビュ

ーを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,111 1,898 

受取手形及び売掛金 13,124 11,423 

電子記録債権 3 1,569 

商品 161 173 

建設資材 17,545 16,367 

仕掛品 19 17 

貯蔵品 40 37 

その他 303 262 

貸倒引当金 △54 △16 

流動資産合計 32,255 31,733 

固定資産    

有形固定資産    

土地 4,454 4,454 

その他（純額） 2,361 2,229 

有形固定資産合計 6,816 6,683 

無形固定資産 655 618 

投資その他の資産    

その他（純額） 3,251 3,139 

貸倒引当金 △61 △61 

投資その他の資産合計 3,190 3,078 

固定資産合計 10,662 10,380 

資産合計 42,917 42,114 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 8,604 8,431 

短期借入金 6,180 6,180 

1年内返済予定の長期借入金 351 267 

未払法人税等 310 115 

引当金 328 247 

その他 1,006 978 

流動負債合計 16,781 16,221 

固定負債    

長期借入金 624 530 

退職給付に係る負債 85 35 

その他 501 480 

固定負債合計 1,211 1,046 

負債合計 17,992 17,267 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,626 3,626 

資本剰余金 5,206 5,206 

利益剰余金 16,878 16,780 

自己株式 △806 △806 

株主資本合計 24,903 24,805 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 242 210 

退職給付に係る調整累計額 △221 △169 

その他の包括利益累計額合計 20 41 

純資産合計 24,924 24,846 

負債純資産合計 42,917 42,114 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 14,343 15,264 

売上原価 12,123 12,901 

売上総利益 2,219 2,362 

販売費及び一般管理費    

報酬及び給料手当 832 817 

賞与引当金繰入額 169 171 

退職給付費用 64 101 

その他 1,067 1,058 

販売費及び一般管理費合計 2,133 2,148 

営業利益 85 213 

営業外収益    

受取利息 1 0 

受取配当金 11 14 

受取地代家賃 87 87 

売電収入 9 42 

その他 275 66 

営業外収益合計 385 210 

営業外費用    

支払利息 22 23 

売電費用 11 29 

その他 18 18 

営業外費用合計 51 70 

経常利益 419 354 

特別利益    

固定資産売却益 1 2 

特別利益合計 1 2 

税金等調整前四半期純利益 420 357 

法人税、住民税及び事業税 15 79 

法人税等調整額 144 48 

法人税等合計 160 127 

四半期純利益 260 229 

親会社株主に帰属する四半期純利益 260 229 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 260 229 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 65 △31 

退職給付に係る調整額 18 51 

その他の包括利益合計 84 20 

四半期包括利益 344 250 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 344 250 
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 420 357 

減価償却費 202 264 

引当金の増減額（△は減少） △365 △119 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △57 △8 

有形固定資産売却損益（△は益） △1 △2 

受取利息及び受取配当金 △12 △14 

支払利息 22 23 

売上債権の増減額（△は増加） 2,801 134 

たな卸資産の増減額（△は増加） △9 1,169 

仕入債務の増減額（△は減少） △2,505 △172 

その他 △118 △4 

小計 376 1,627 

利息及び配当金の受取額 16 21 

利息の支払額 △22 △23 

法人税等の支払額 △259 △289 

営業活動によるキャッシュ・フロー 111 1,337 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形及び無形固定資産の取得による支出 △717 △118 

有形固定資産の売却による収入 2 2 

投資有価証券の償還による収入 - 100 

その他 19 △9 

投資活動によるキャッシュ・フロー △696 △25 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額（△は減少） 100 － 

長期借入れによる収入 400 － 

長期借入金の返済による支出 △133 △177 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △8 △22 

自己株式の取得による支出 △0 △0 

配当金の支払額 △289 △325 

財務活動によるキャッシュ・フロー 67 △525 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △517 786 

現金及び現金同等物の期首残高 1,503 1,111 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 985 ※ 1,898 
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変

更しております。 

 なお、この変更による当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益に与える影響は軽微であります。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３

月28日）を第１四半期連結会計期間から適用しております。 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との 

 関係 

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金 985百万円 1,898百万円

現金及び現金同等物 985 〃 1,898 〃

 

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日) 

 

配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 291 8.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日) 

 

配当金支払額 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 327 9.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日) 

 

 当社及び連結子会社の事業は、建設基礎工事用鋼製重仮設資材等の販売、賃貸及び資材提供に

附随する工事、加工、運送等であり、建設現場において使用する資材に関連して一体となって提

供するものであります。その性質、市場の類似性を考慮すると単一セグメントであるため、記載

は省略しております。 

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

１株当たり四半期純利益    7円16銭    6円31銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 260 229

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益(百万円)
260 229

普通株式の期中平均株式数(千株) 36,406 36,400

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

 

２ 【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月７日

丸藤シートパイル株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 日  下  靖  規  印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 福  士  直  和  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る丸藤シートパイル株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半
期連結会計期間(平成28年７月１日から平成28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年
４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、
四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記に
ついて四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸藤シートパイル株式会社及び連
結子会社の平成28年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に
おいて認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

 

以 上
 
 
(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年11月10日 

【会社名】 丸藤シートパイル株式会社 

【英訳名】 MARUFUJI SHEET PILING CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  志 村 孝 一 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし 

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋本町１丁目６番５号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

丸藤シートパイル株式会社 札幌支店 

（北海道札幌市中央区北三条西１丁目１番11 

 第一生命日藤中山札幌共同ビル） 

丸藤シートパイル株式会社 東北支店 

（宮城県仙台市青葉区二日町12番30号 

 日本生命勾当台西ビル） 

丸藤シートパイル株式会社 関東支店 

（埼玉県さいたま市浦和区仲町１丁目14番８号 

 三井生命浦和ビル） 

丸藤シートパイル株式会社 名古屋支店 

（愛知県名古屋市中村区名駅３丁目８番７号 

 ダイアビル名駅） 

丸藤シートパイル株式会社 関西支店 

（大阪府大阪市中央区今橋３丁目２番20号 

 洪庵日生ビル） 

 

(注) 札幌及び東北の両支店は法定の縦覧場所ではありませんが、投資家の便宜のため縦覧に供する場所としておりま

す。

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長志村孝一は、当社の第69期第２四半期(自 平成28年７月１日 至 平成28年

９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認

いたしました。 

 

２ 【特記事項】

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 


